
令和７年（２０２５年）１１月２日こだいら 市 議 会 だ よ り3

各会派の収支報告書や領収書等は、議会図書室でご覧いただけるほか、ホームページでも公開しています。
詳しくは小平市議会のホームページ（https://www.city.kodaira.tokyo.jp/gikai/）をご覧ください。

令和6年度　会派別収支状況

経費項目 説明

会 派 名 ・ 人 数 （令和 7年 ３月３１日現在）

政和会 市議会
公明党

フォーラム
小平

日本共産党
小平市議団

生活者
ネットワーク 一人会派の会 まちづくり市民こだいら

市議会れいわ
新選組

７人※ ６人 ５人 ３人 ２人 ２人 １人 １人

交付決定額（Ａ） 2,880,000 2,160,000 1,800,000 1,080,000 720,000 720,000 360,000 360,000

支
　
出

調査研究費 会派が行う市の事務、地方行財政等に関する調査
研究及び調査委託に関する経費 453,543 676,639 719,239 0 107,450 33,660 0 0

研修費 会派が研修会を開催するために必要な経費及び団
体等が開催する研修会の参加に要する経費 0 279,008 0 0 0 4,210 0 0

広報費 会派が行う活動及び市政について市民に報告する
ために要する経費 1,762,531 180,730 618,465 1,282,490 344,910 0 392,300 0

広聴費
会派が行う市民からの市政及び会派の活動に対す
る要望、意見の聴取、市民相談等の活動に要する
経費

25,390 0 0 0 0 0 0 0

要請及び陳
情活動費 会派が要請及び陳情活動を行うために必要な経費 0 0 0 0 0 0 0 0

会議費
会派が行う各種会議を開催するために必要な経費
及び団体等が開催する意見交換会等各種会議への
会派としての参加に要する経費

0 0 0 0 0 0 0 0

資料作成費 会派が行う活動に必要な資料の作成に要する経費 22,600 33,124 30,176 0 2,465 12,793 100,426 0

資料購入費 会派が行う活動に必要な図書、資料等の購入に要
する経費 60,720 92,510 0 91,341 51,510 11,639 12,360 68,860

人件費 会派が行う活動を補助する職員を雇用する経費 0 0 0 0 0 0 0 0

事務所費 会派が行う活動に必要な事務所の設置及び管理に
要する経費 0 0 0 0 0 0 0 0

支出合計（Ｂ） 2,324,784 1,262,011 1,367,880 1,373,831 506,335 62,302 505,086 68,860

返還額（Ａ－Ｂ） 555,216 897,989 432,120 0 213,665 657,698 0 291,140

※　令和７年 ３月に議員 １人が辞職しました（当初人数は ８人）。これによる交付額の変更はありません。

単位：円

令和6年度決算

（市長提案の説明要旨）

特別委員会を
設置

　

令
和
６
年
度
の
決
算
議
案
が
９
月

定
例
会
最
終
日
に
提
出
さ
れ
、
議
会

で
は
審
査
の
た
め
の
特
別
委
員
会
を

設
置
し
ま
し
た
。
特
別
委
員
会
は
１０

月
１４
日
か
ら
４
日
間
審
査
を
行
い
、

採
決
の
結
果
、
い
ず
れ
の
議
案
も
認

定
す
べ
き
も
の
と
決
し
ま
し
た
。

　

今
後
、
１２
月
定
例
会
初
日
に
委
員

長
報
告
を
行
い
、採
決
す
る
予
定
で
す
。

【
一
般
会
計
】

　

歳
入
総
額
９
百
４
億
６
千
２
百
５２

万
７
千
円
、
歳
出
総
額
８
百
７３
億
８

千
５
百
７９
万
１
千
円
、
実
質
収
支
２９

億
３
千
８
百
６８
万
８
千
円
と
な
り
ま

し
た
。

　

歳
入
で
は
、
定
額
減
税
に
伴
う
個

人
市
民
税
の
減
収
な
ど
に
よ
り
、
市

税
は
前
年
度
を
下
回
り
ま
し
た
。

　

歳
出
で
は
、
第
四
次
長
期
総
合
計

画
に
沿
っ
た
事
業
と
し
て
、
義
務
教

育
就
学
児
医
療
費
助
成
制
度
の
小
学

校
４
年
生
か
ら
中
学
校
３
年
生
ま
で

の
所
得
制
限
を
撤
廃
、
市
立
小
・
中

学
校
に
在
学
す
る
児
童
・
生
徒
全
員

の
給
食
費
無
償
化
を
実
施
、
遠
隔
手

話
サ
ー
ビ
ス
の
導
入
、
重
層
的
な
支

援
体
制
の
整
備
、
感
震
ブ
レ
ー
カ
ー

購
入
費
用
補
助
の
開
始
、
南
西
部
地

域
の
公
園
の
ほ
か
ス
ポ
ー
ツ
施
設
や

ふ
れ
あ
い
下
水
道
館
な
ど
の
公
共
施

設
に
包
括
的
な
指
定
管
理
者
制
度
を

導
入
、
Ｐ
Ｆ
Ｏ
Ｓ
等
の
地
下
水
調
査

を
実
施
、
国
に
よ
る
シ
ス
テ
ム
の
標

準
化
へ
の
対
応
、
お
く
や
み
窓
口
の

設
置
な
ど
の
ほ
か
、
低
所
得
世
帯
支

援
給
付
金
な
ど
物
価
高
騰
に
対
す
る

負
担
軽
減
対
策
を
行
い
ま
し
た
。

　

今
後
も
、
引
き
続
く
物
価
高
騰
に

よ
る
影
響
や
、
公
共
施
設
の
更
新
な

ど
を
踏
ま
え
る
と
財
政
運
営
の
見
通

し
は
厳
し
い
状
況
で
す
。
市
民
の
暮

ら
し
を
支
え
、
真
に
必
要
と
さ
れ
る

サ
ー
ビ
ス
を
安
定
的
に
提
供
し
続
け

る
た
め
に
も
、
持
続
可
能
な
行
財
政

運
営
の
確
保
に
努
め
て
い
き
ま
す
。

【
国
民
健
康
保
険
事
業
特
別
会
計
】

　

歳
入
総
額
百
８２
億
４
千
９
百
２７
万

５
千
円
、
歳
出
総
額
百
７９
億
１
千
百

万
１
千
円
、
実
質
収
支
３
億
３
千
８

百
２７
万
４
千
円
と
な
り
ま
し
た
。

　

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
へ
の
移
行

に
伴
い
、
被
保
険
者
数
が
減
少
す
る

一
方
で
、
高
齢
化
の
進
展
や
医
療
の

高
度
化
に
よ
り
１
人
当
た
り
の
医
療

費
は
増
加
し
て
い
ま
す
。

　

歳
入
で
は
、
被
保
険
者
数
は
減
少

し
た
も
の
の
、
税
率
改
定
を
行
っ
た

こ
と
な
ど
に
伴
い
、
国
民
健
康
保
険

税
が
前
年
度
に
比
べ
１
億
３
千
３
百

２０
万
５
千
円
の
増
と
な
り
、
一
般
会

計
繰
入
金
は
２７
億
８
千
万
円
を
繰
り

入
れ
ま
し
た
。

　

歳
出
で
は
、
国
民
健
康
保
険
事
業

費
納
付
金
が
前
年
度
に
比
べ
４
千
６

百
４４
万
５
千
円
の
減
と
な
り
ま
し
た
。

【
後
期
高
齢
者
医
療
特
別
会
計
】

　

歳
入
総
額
５３
億
２
千
百
１２
万
円
、

歳
出
総
額
５２
億
９
千
４
百
４８
万
８
千

円
、
実
質
収
支
２
千
６
百
６３
万
２
千

円
と
な
り
ま
し
た
。

　

歳
入
で
は
、
被
保
険
者
数
の
増
な

ど
に
よ
り
保
険
料
が
前
年
度
に
比
べ

１
億
７
千
３
百
６５
万
７
千
円
、
６
・

８
％
の
増
と
な
り
、
歳
出
で
は
、
療

養
給
付
費
負
担
金
の
増
な
ど
に
よ
り

広
域
連
合
納
付
金
が
前
年
度
に
比
べ

２
億
４
千
４
百
５０
万
５
千
円
、
５
・

１
％
の
増
と
な
り
ま
し
た
。

　

被
保
険
者
数
は
２
万
６
千
３
百
２２

人
と
な
り
、
前
年
度
に
比
べ
６９５
人
、

２
・
７
％
の
増
と
な
り
ま
し
た
。

【
介
護
保
険
事
業
特
別
会
計
】

　

歳
入
総
額
百
６７
億
６
千
３
百
２７
万

６
千
円
、
歳
出
総
額
百
６４
億
３
千
７

百
６９
万
４
千
円
、
実
質
収
支
３
億
２

千
５
百
５８
万
２
千
円
と
な
り
ま
し
た
。

　

歳
入
で
は
、
改
定
に
伴
う
保
険
料

の
増
や
支
払
基
金
交
付
金
の
増
な
ど

に
よ
り
前
年
度
に
比
べ
２
・
４
％
の

増
と
な
り
、
歳
出
で
は
、
保
険
給
付

費
の
増
に
よ
り
３
・
７
％
の
増
と
な

り
ま
し
た
。

　

第
１
号
被
保
険
者
数
は
４
万
６
千

９
百
６８
人
、
要
介
護
、
要
支
援
の
認

定
者
数
は
１
万
６
百
４５
人
と
な
り
、

前
年
度
よ
り
増
加
し
ま
し
た
。

【
下
水
道
事
業
会
計
】

　

収
益
的
収
入
は
４２
億
５
千
４
百
９５

万
４
千
円
、
収
益
的
支
出
は
３８
億
７

百
５５
万
２
千
円
と
な
り
ま
し
た
。

　

資
本
的
収
入
は
１０
億
１
千
２
百
３７

万
３
千
円
、
資
本
的
支
出
は
２２
億
１

千
３
百
１
万
１
千
円
と
な
り
ま
し
た
。

　

第
二
次
下
水
道
プ
ラ
ン
に
基
づ
き
、

重
点
施
策
の
浸
水
対
策
や
老
朽
化
対

策
を
中
心
と
し
た
事
業
を
実
施
し
ま

し
た
。

�

◎
＝
委
員
長　

○
＝
副
委
員
長

■
一
般
会
計
決
算
特
別
委
員
会

　

◎
外
山
ま
な
み　

○
橋
本　

孝
二

　
　

石
津
は
る
か　
　

岩
本　
　

誠

　
　

川
里　

富
美　
　

柴
尾
ひ
ろ
み

　
　

鈴
木
だ
い
ち　
　

髙
橋　

政
美

　
　

深
谷　

幸
信　
　

三
輪　

博
美

　
　

山
田　

大
輔　
　

幸
田　

昌
之

　
　
吉
本
ゆ
う
す
け

■
特
別
会
計
・
下
水
道
事
業
会
計
決

算
特
別
委
員
会

　

◎
中
江　

美
和　

○
安
竹　

洋
平

　
　

伊
藤　
　

央　
　

岡
田
し
ん
ぺ
い

　
　

さ
と
う
悦
子　
　

佐
藤　
　

徹

　
　

鈴
木　

洋
一　
　

津
本　

裕
子

　
　

中
倉　

茂
和　
　

比
留
間
洋
一

　
　

細
谷　
　

正　
　

水
口
か
ず
え

政 務 活 動 費 収 支 報 告
令和６年度の政務活動費について、収支を報告します。

　地方自治法第１００条第１４項から第１６項まで及び小平市議会政務活動費の交付に関する条例の規定に基づき、議員の調査研究その他の活動に資する
ため、必要な経費の一部として、議会における会派に対して交付されるものです。
　会派の所属議員数に応じ、 １人当たり月額 ３万円を乗じた金額がその年度に交付されます。交付を受けた会派には、年度終了後に政務活動費収支
報告書を提出することが義務づけられています。

政務
活動費
とは


